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みんなで良くなろう

企 業 理 念 お よ び 経 営 方 針

当社は「みんなで良くなろう」という企業理念を基に、

「計測」「制御」「分析」のエンジニアリングを基盤として、

あらゆる産業の発展に寄与し、

広く社会に貢献していくことにより、

お客さま、お取引先、株主の皆さま、

社員が良くなることを目指しております。

お客さまの期待を超える
高付加価値のソリューションを提供する

環境保護、株主重視経営、雇用等を通じ
社会的責任を果たす

企業倫理の尊重、法令遵守に努め、
公正な経営を実践する

自立し誇りを持って、学び成長し続ける
プロ集団を目指す



ごあいさつ

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　ここに第83期（2017年７月１日～2018年6月30日）の業況をご報告

申し上げます。

　わが国経済は、米国の経済政策や地政学的なリスクはあるものの、

政府の各種政策の効果もあり、企業収益、雇用、所得環境の改善が

続き、総じて堅調に推移しました。

　このような状況のもとで当社は、中期経営計画“CD2019”の初年度

として、基本戦略である「基幹ビジネスの拡大」「Ｒ＆Ｄビジネスの強化」

「独自のソリューション展開」を推進し、収益の向上を図ってまいりました。

　その結果、当期の業績は売上・利益ともに前期を下回りましたが、

受注高は制御・情報機器システムを中心に大型案件が伸長し、受注

残高が過去最高となり、来期以降に期待が持てる結果となりました。

　また、経営環境の変化に対してより迅速かつ効率的に対応できる体制

を構築すべく、あるべきコーポレート・ガバナンスの確立、内部統制の

一層の整備、コンプライアンス体制にも引き続き取り組んでまいります。

　株主の皆さまにおかれましては、今後も一層のご支援、ご鞭撻を賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。

2018年9月

代表取締役会長　西川　　徹
代表取締役社長　田中　勝彦
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東京都水道局は、２３区および多摩地区を合わ

せ、約1,239平方キロメートルの区域、1,330

万人の都民に水道水を供給しており、国内最大

の浄水処理能力を擁しています。

　安全でおいしい水づくりのため、水道法で規

定される水質基準以上に厳しく設定された独自

の基準を設けており、高度処理された飲み水は

「東京水」として販売されています。　　

　当社は東京都水道局内の多くの浄水場にお

いて、くらしや産業に欠かせない「水のインフラ」

を支える一員としてだけでなく、東京都水道局

の水源地保全の活動に賛同し、みんなでつくる

「水源の森」へも協賛しています。企業活動を

通し今後も社会的使命を果たしてまいります。

くらしや産業に欠かせない
「水のインフラ」を支える

東 京 都 の 水 ビ ジネ ス特 集 01：
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西川計測の計測機器、
システムが使われている
都内近郊の主な浄水処理施設

浄水場ごとの処理量

中央監視

薬注監視

水質計装
立川砂川浄水所

処理能力
  15,000（㎥/日）

三郷浄水場

処理能力
  1,100,000（㎥/日）

金町浄水場

処理能力
  1,500,000（㎥/日）

三園浄水場

処理能力
  300,000（㎥/日）

朝霞浄水場

処理能力
  1,700,000（㎥/日）

東村山浄水場

処理能力
  1,265,000（㎥/日）

小作浄水場

処理能力
  280,000（㎥/日）

境浄水場

処理能力
  315,000（㎥/日）

長沢浄水場

処理能力
  200,000（㎥/日）

毎日667万㎥の浄水処理に
西川計測は貢献しています
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取
水
と
う

安心・安全な水づくりに
貢献する西川計測

ここが
西川計測！

取⽔・配⽔流量
東京都⽔道局の「安全でおいしい⽔」づくりに、計装と呼ばれる
分野において当社は全⼒で取り組んでいます。
　⽔道法で規定される⽔質基準以上に厳しく設定された東京都
独⾃の⽔質基準を満たすため、流量・圧⼒、⽔質測定、薬品注⼊、
これらを統合する監視制御システムを納⼊し、機器・システムが
常に100%の性能を発揮するための保守業務など、さまざまな
分野において貢献しています。

浄 水 場 内 に お け る 取 り 組 み特 集 02：

大口径電磁流量計

2020 年開催の東京オリンピック・パラリンピックに備え、

より安心・安全な飲み水の供給を目的とし、生物センサを

利用した毒物監視装置や原水微量油分濃度計、トリハロメタン計、

トリクロラミン計など、より高度な水質測定機器を導入しています。

当社は、機器の納入ならびに保守業務を通じ、東京都水道局の「安全でおいし

い水」づくりに貢献しています。

❶
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ここが
西川計測！

中央監視、薬品注⼊監視制御設備

ここが
西川計測！

⽔質監視装置
河川や井⼾から取り込んだ原⽔に凝集剤（PAC）、消毒
剤（次亜塩）、活性炭を⽔の状況に合わせて適正に注⼊し、
24時間⾃動で監視・制御を行っています。

薬品注⼊量がより少なく、適正となるよう、⽔の濁度、残留塩素、か
び臭やテロ対策として⽣物センサによる毒物監視など24時間⾃動で
監視しています。
　 また浄⽔場内だけでなく、
⼀般家庭にお届けする給⽔管
末端にも⾃動⽔質計器を設置
し、⽔の安全性を確認していま
す。よりきめ細やかに精度よく
測定するため、ラボ分析計保守
業務も請け負っています。

分析計

自動水質計器

❷
❸

❹

❺ ❻

❼
❽

❾ ❿

⓫
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野菜水耕栽培
装置一式を納入

温室栽培環境
管理装置を納入

※チラー：冷却水製造装置

教育現場へ環境管理システムを納入

当期、沖縄県の学校教育現場に最新の環境管理
システム「ユビキタス環境制御システム」ＵＥＣＳ

（ウエックス）を含む水耕栽培装置を納入しました。
　これまでハウスなど温室における自動栽培は、
操作場所が限定された集中監視型コンピュータ
を使用していましたが、このＵＥＣＳ（ウエック
ス）の導入により、スマートフォンなどの小型機
器を使用し、遠隔操作で、「いつでも・どこでも」
簡単に操作ができるようになりました。

　また、従来の水耕栽培では、水溶液を冷却する
際には、大型のチラー※と大型保冷用タンクを使
用し、大掛かりな作業を要していましたが、今回
納入したものは、専用チューブを栽培棚の内部に
取り付け、小型のチラーで作成した冷却水が専用
チューブを通じ水溶液を直接冷却することにより、
省エネおよび工事の軽減を可能にしました。
　当社は、最新の技術提供を通じ、学校教育およ
び農業技術の発展にも貢献しています。

ト ピ ッ ク ス 01

沖縄県立北部農林高等学校

沖縄県立南部農林高等学校

6

豊見城市

名護市



訓練の様子

北海道ガス ( 株 ) 様の石狩 L N G 基地に訓練シミュレータを納入

東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式
会社様(以下：TGES様)が手掛けるソリューショ
ンビジネスのひとつとして、日本最北端で最新
の石狩LNG基地内に訓練シミュレータを納入
しました。当社はシミュレータ製作を請け負い、
TGES様の長年蓄積されたノウハウとエンジニ
アリングにより訓練シミュレータが完成します。
石狩LNG基地は操業への影響に対する制約か
ら実プラントでの訓練が限定されているため、
技能習熟機会が限られています。そこで、技能

習熟のためにこの様な仮想プラントで訓練を実
施する必要があります。PC内に仮想プラント
を構築し、実際と同じ制御回路を組み込んだ上
で操業訓練を実施します。
　また、さまざまな非定常な状態を模擬的に起
こします。その時に訓練者(生徒)が落ち着いて
的確な操業をできているか、トレーナー (先生)
が評価および指導するしくみとなっています。
　昨今話題のAIソリューションビジネスのひと
つとして当社は取り組んでいます。

ト ピ ッ ク ス 02
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交流電力校正器（ L S 3 3 0 0）を日本電気計器検定所様に納入

電気の取引・証明に使う電気メーターは、検定に
よって、正しくはかることができるかを確認し、
合格したものだけが使われています。この合否
を判断している検定機関が日本電気計器検定
所様（以下：JEMIC）であり、電気の取引・証明
に安心と信頼をもたらす非常に重要な役割を
担っております。
　JEMIC様で電気メーターの検定を受けた場合、
検定ラベルと検定証（封印キャップ）が取り

付けられていますので、皆さんの家庭の電気
メーターをご確認してみてください。

　今年度、西川計測はJEMIC様に電力を発生す
る際に必要な計測器として、横河計測社製「交流
電力校正器（LS3300）」を多数ご採用いただき
ました。LS3300は従来の製品に比べ、小型・
高確度・高出力など高い性能を誇る製品です。
　製品の品質保証がより一層重要となる中、西川
計測はJEMIC様のような公正・中立な機関に
お役に立てる重要な測定器を納入しております。

ト ピ ッ ク ス 03

封印キャップ検定ラベル
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展示ブース

多くのお客さまがご来場されました

J A S I S（分析展）2 0 1 7 出展

2017年9月6日から8日までの３日間、幕張メッ
セにおいてアジア最大級の分析・科学機器専門
展示会JASIS2017が開催され、当社も出展し
ました。
　JASISは、来場者が２万人を優に超えるイベ
ントであり、多くのお客さまに当社をアピール
できる絶好の機会となります。
　当社のブースにお立ち寄りいただけるお客さ

まも年々増加し、引き合いも増えてきています。
こうした機会を有効に活用し、新規顧客の開拓、
知名度の向上につなげていきます。
　次回のJASISについても引き続き参加を予定
していますが、「顧客目線」を念頭に一人でも多
くの来場者の方に当社を知っていただけるよう、
努めていきます。

ト ピ ッ ク ス 04
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参考

イオンクロマトグラフ
Ion Chromatograph ▼ IC
イオン種成分を測定する液体クロマトグラフ装置の一種。水質管
理や大気環境測定、食品分野などに広く用いられている。

分子状汚染物質
Airborne Molecular Contaminant ▼ AMC 
クリーンルーム建屋、製造装置構成材料や外気、人、薬品などに
由来し、歩留まり悪化要因となる物質で、酸性物質、塩基性物質、
ドーパント類、金属、高揮発性有機化合物に大別される。半導体の
微細化・高集積化に伴い、より低濃度での管理が必要となっている。

「 N S - 1 7 1 ガス捕集ユニット」を新発売

当社は、市販のイオンクロマトグラフ（IC）と組
み合わせることで、半導体製造用クリーンルーム
中の分子状汚染物質（AMC）をオンラインで監
視することを可能にする装置「NS-171 ガス捕集
ユニット」を開発し、新商品として発売しました。
　本製品は、クリーンルーム内に設置された最
大16カ所のサンプリングポイントから順次切
替し、空気を吸入・捕集します。捕集された空
気に含まれるAMCは、インピンジャー内で純

水に溶解され、イオンとなります。このイオン
を濃縮カラムにより濃縮し、ICに導出し測定を
行います。ICを用いてオンライン監視できるこ
とが、大きな特長となります。各ポイントでマ
ニュアル捕集したものをICまで運び測定を行
う手法よりも、自動化されることにより業務の
効率性が向上します。また、濃縮カラムを用い
たICは、分光光度法等と比較し、より高感度な
測定が期待できます。

新 製 品 情 報
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「みんなでつくる水源の森
実施計画」リーフレット

小河内貯水池 熊本展の様子

東京都水道局 「みんなでつくる
水源の森実施計画」に協賛 お客さまとのかかわり

2017年に東京都水道局は、多摩川上流域の森
林が抱える、喫緊の課題に対応するため、「民
有林の積極的購入」と「多様な主体と連携した
森づくり」の具体的な取り組みを示した、「みん
なでつくる水源の森実施計画」を策定しました。
　当社は、社会貢献活動の一環として本取り
組みに賛同し協賛しています。今後も、水に関
わる設備や装置を提供する企業として、水道水
源林保全活動の推進や
理解促進に貢献し、社会・
環境の持続的な発展を
目指していきます。

2017年11月に熊本と大分にて「計測」「制御」
「分析」の分野における製品展示会「西川計測展」
を開催しました。熊本では2年ぶり4回目、大分
では6回目の開催となるこのイベントは、十社
以上ものメーカー様が会場に集結し、最新技術
を用いた製品を展示するほか、各種セミナーを
開催することで、最新技術やソリューションに
触れる機会をお客さまに提供しています。当社
はこれからも技術、商品を通じて、多くのお客
さまと対話を行っていきます。

C S R 活 動

大分展の様子
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資産の部
前期 

2017 年
6 月 30 日現在

当期 
2018 年

6 月 30 日現在

流動資産 16,515,058 17,962,520
現金及び預金 7,772,447 8,272,620
受取手形 880,909 709,765
電子記録債権 1,151,597 1,368,416
売掛金 5,376,568 5,528,922
商品 1,101,990 1,605,408
前渡金 105,233 377,768
前払費用 35,972 35,208
繰延税金資産 81,530 63,380
その他 9,187 1,350
貸倒引当金 △ 377 △ 320

固定資産 3,073,664 3,202,692
有形固定資産 220,201 218,080
無形固定資産 52,280 80,328
投資その他の資産 2,801,181 2,904,282

投資有価証券 1,970,299 2,306,187
役員に対する保険積立金 561,369 335,131
長期前払費用 1,277 703
破産更生債権等 1,824 1,734
その他 268,127 262,156
貸倒引当金 △ 1,715 △ 1,630

資産合計 19,588,723 21,165,212

負債の部
前期 

2017 年
6 月 30 日現在

当期 
2018 年

6 月 30 日現在

流動負債 10,126,988 10,780,477
電子記録債務 1,971,079 2,899,888
買掛金 5,502,995 5,084,330
リース債務 4,752 10,541
未払金 321,041 321,823
未払費用 155,650 155,726
未払法人税等 356,033 374,398
前受金 1,594,406 1,661,976
預り金 190,528 191,194
その他 30,500 80,597

固定負債 876,577 999,036
リース債務 10,960 23,379
長期未払金 63,417 61,589
繰延税金負債 12,738 104,966
退職給付引当金 789,462 809,102

負債合計 11,003,566 11,779,514

（注）金額は千円未満の端数を切り捨てております。（単位：千円）

純資産の部
前期 

2017 年
6 月 30 日現在

当期 
2018 年

6 月 30 日現在

資本金 569,375 569,375
資本剰余金 815,226 815,226

資本準備金 814,474 814,474
その他資本剰余金 751 751

利益剰余金 6,144,991 6,877,824
利益準備金 125,475 125,475
その他利益剰余金 6,019,516 6,752,349

自己株式 △ 4,250 △ 158,943
評価・換算差額等 1,059,814 1,282,216

純資産合計 8,585,157 9,385,698

負債純資産合計 19,588,723 21,165,212

資産合計
役員に対する保険積立金等
が減少したものの、現金及び
預金、商品、投資有価証券が
増加したことなどにより、前
期末に比べ15億76百万円
増加し、211億65百万円（前
期比8.0％増）となりました。

負債合計
買掛金、電子記録債務が増
加したことなどにより、前期
末に比べ7億75百万円増加
し、117億79百万円（前期比
7.1％増）となりました。

純資産合計
利益剰余金の増加などによ
り、前期末に比べ8億円増加
し、93億85百 万 円（前 期 比
9.3％増）となりました。

貸借対照表

要 約 財 務 諸 表
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前期 
2017 年 6 月期

当期 
2018 年 6 月期

営業損益の部 営業収益
売上高 28,661,407 27,263,718

営業費用 27,185,140 25,878,605
売上原価 23,133,009 21,804,002
販売費及び一般管理費 4,052,130 4,074,603

営業利益 1,476,266 1,385,112

営業外損益の部 営業外収益 34,343 53,050

　受取利息及び配当金 28,251 33,305
その他営業外収益 6,092 19,745

営業外費用 6,647 2,445
固定資産除却損 5,873 －
その他営業外費用 774 2,445

経常利益 1,503,962 1,435,717

税引前当期純利益 1,503,962 1,435,717
法人税等 477,203 463,233

当期純利益 1,026,758 972,484

（注）金額は千円未満の端数を切り捨てております。（単位：千円）

（注）金額は千円未満の端数を切り捨てております。（単位：千円）

売上高、営業利益、
当期純利益
売上高は、受注内容に来期
以降の売上分が多く含まれ
ており当期業績への貢献が
限定されたことから、前期比
4.9％の減少となりました。
利益面は、減収に伴う利益の
減少に加え研修やシステム
関連の投資等により営業利益
は前期比6.2％の減少、当期
純利益は前期比5.3％の減少
となりました。

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・
フロー は、税引前当期純利
益14億35百万円に対し、売
上債権やたな卸資産の増加
などを調整した結果、7億50
百万円の収入となりました。
投資活動によるキャッシュ・
フローは、保険解約の返戻金
などにより、1億55百万円の
収入となりました。財務活動
によるキャッシュ・フローは、
自己株式の取得、配当金の支
払による支出などにより4億
5百万円の支出となりました。

前期 
2017 年 6 月期

当期 
2018 年 6 月期

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,893,298 750,033
投資活動によるキャッシュ・フロー 32,492 155,646
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 210,802 △ 405,506
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,714,987 500,173
現金及び現金同等物の期首残高 6,057,459 7,772,447
現金及び現金同等物の期末残高 7,772,447 8,272,620

損益計算書

キャッシュ・フロー計算書
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総資産（百万円） 自己資本比率（%） ROE（%）

4.9%減 4.5%減 5.3%減

2.2ポイント減0.5ポイント増8.0%増
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売上高（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益 （百万円）

総資産（百万円） 自己資本比率（%） ROE（%）

4.9%減 4.5%減 5.3%減

2.2ポイント減0.5ポイント増8.0%増

決算のポイント
当期はライフライン（水道・ガス・電気）関連が堅調に推移したことに加え、
自動車関連の回復、通信・半導体関連の伸長もあり、受注高は319億31
百万円（前期比9.3％増）と過去最高となりました。一方、売上高は、
受注内容に来期以降の売上分が多く含まれており当期業績への貢献が
限定されたことから、272億63百万円（前期比4.9％減）となりました。
利益面は、減収に伴う利益の減少に加え研修やシステム関連の投資等に
より、営業利益は13億85百万円（前期比6.2％減）、経常利益は14億
35百万円（前期比4.5％減）、当期純利益は９億72百万円（前期比5.3％
減）となりました。

制御・
情報機器システム
14,303百万円

計測器
3,986百万円

分析機器
6,759百万円

産業機器・その他
2,214百万円

52.5%

8.1%

24.8%

14.6%

売上高
27,263百万円
（2018年6月期）

グ ラ フ で 見 る 西 川 計 測
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自動車、石油、化学、食品、薬品、電機、電子、建設などのさまざ
まな産業分野で、生産現場のPA（プロセスオートメーション）化、
FA（ファクトリーオートメーション）化を進める際の制御・情報機器
システムのエンジニアリングを行っています。非製造業の分野では、
上下水道、電力、ガスなどライフラインの公益事業関連でシステム
インテグレータとして高い評価と信頼を得ています。

業種別に「基本設計→詳細
設計→システム構築→施工
管理→スタートアップ」まで
一貫処理できる体制を確立
して、顧客ニーズにきめ細か
く対応しています。

取り扱っている計測器
は、計測対象により電
圧、電流、温度、長さ、
振動、音と極めて多岐に
及んでいます。

当社では、各業種の試験研究分野向けの計測器納入と計測に関
するソリューションの提供を積極的に行い、電機・電子などの先
端技術、自動車開発分野にも貢献できる計測器の提供を行ってい
ます。また、お客さまのニーズに応えられるよう、レンタルビジ
ネスにも取り組んでいます。

自動車をはじめとする輸送機器
や半導体関連の環境試験装置、
太陽光発電をはじめとする新エ
ネルギーなどの研究開発分野
に向けた当社オリジナルの試験
装置を販売しています。また、
計測・制御・通信に関わる専門
知識を活かし、依頼されたさまざまな測定データをお客さまへ提
供する「受託計測」ビジネスにも積極的に取り組んでいます。

● プロセスコンピュータ　● 温度計　● 流量計　● 圧力計 
● プロセスコントローラ ほか

● ガスクロマトグラフ　● 液体クロマトグラフ　● ICP質量分析装置 ほか

● 電力計　● オシロスコープ　● レコーダー ほか

● 研究開発向けオリジナル試験装置　● 教育機関向けプラント装置 
● 受託計測 ほか

制御・情報機器システム

分析機器

計測器

産業機器・その他

民間および官公庁の研究開発機関などで使用される、ラボ用分析
機器、環境用分析機器を取り扱っています。当社ではガスクロマ
トグラフ、液体クロマトグラフ、ICP質量分析装置などのコンサル
ティング販売を行い、高い実績を上げています。

この数年は大気・水質汚染、輸入食品の農
薬分析などに伴う環境分析機器や、国
の水質基準改訂に伴う水道水分析
装置の需要が増えつつある一方、
半導体、製薬、石油関連産業にお
いても研究開発用の分析機器の需要が
活発化しています。

事 業 の ご 紹 介
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本社

千葉営業所
埼玉支店

多摩営業所

大阪営業所

沖縄営業所

関西支社
九州支社

熊本営業所

大牟田営業所 福島営業所

鶴岡営業所

横浜営業所
海老名営業所

概要 （2018年6月30日現在） 取締役 （2018年9月27日現在）

執行役員 （2018年9月27日現在）

商号 西川計測株式会社

本社所在地 東京都渋谷区代々木 3-22-7 
 新宿文化クイントビル 5階

創業 1932（昭和7）年10月

資本金 569,375千円

従業員数 382 名

代表取締役会長		  西川	 　徹

代表取締役社長		  田中	 勝彦

常務取締役	 営業統括本部長 	 砂子	 　司

取締役	 コーポレート本部長 	 小林	 俊弥

取締役	  	 八木	 孝憲

取締役	 公共営業本部長 兼	 須田	 　真
	 営業統括本部室長

取締役		  石川	 博史
（常勤監査等委員）

社外取締役		  野田	 謙二
（監査等委員）

社外取締役		  宇佐美　豊
（監査等委員）

常務執行役員	 西九州支店長	 木津	 章三

執行役員	 関西支社長	 尾池 一郎

執行役員	 エネルギー営業本部長	 小山 和彦

執行役員	 分析営業本部長	 鴨下	 　修

執行役員	 VAソリューション本部長	 赤塚	 雅賢

執行役員	 九州支社長	 福山　貴弘

執行役員	 エンジニアリング本部長	 森　　靖彦

国内ネットワーク

本社外観

会 社 情 報
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17年7月 8月 9月 10月 11月 12月 18年1月 2月 3月 4月 5月 6月

株価
高値高値（円） 2,580 2,570 2,485 2,628 2,720 3,175 3,165 3,035 3,085 3,340 3,585 3,595

安値安値（円） 2,250 2,366 2,358 2,430 2,540 2,651 2,960 2,730 2,850 3,020 3,135 3,375

出来高（株） 109,900 91,900 126,200 115,300 68,500 96,000 46,200 30,700 28,700 57,400 63,100 32,700

株価

出来高

17年7月 8月 9月 10月 11月 12月 18年1月 2月 3月 4月 5月 6月
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大株主 （2018年6月30日現在） 所有者別株式分布状況 （2018年6月30日現在）

株価の推移

自己名義株式
1.98%

外国人
3.33%

金融機関
9.03%

その他国内法人
29.78%

個人・その他
54.60%

証券会社
1.28%

株主名 所有株式数（株） 出資比率（%）

横河電機株式会社 442,400 13.14

株式会社インフォサービス 326,700 9.71

西川計測社員持株会 247,100 7.34

西川　徹 240,500 7.14

西川　隆司 198,300 5.89

株式会社三井住友銀行 120,000 3.56

日本生命保険相互会社 80,000 2.37

重田　康光 77,000 2.28

下中　佳生 61,600 1.83

株式会社光通信 61,600 1.83

（注）出資比率は、自己株式（67,912株）を除外して計算しております。

株 式 の 状 況
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事業年度	 毎年 7 月 1日から翌年 6 月 30 日まで
定時株主総会	 毎年 9 月下旬
単元株式数	 100 株
基準日	 定時株主総会・期末配当：毎年 6 月 30 日
	 （中間配当を実施する場合：毎年 12 月 31日）
公告方法	 電子公告とします。
	 ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告ができない場合の公告方法は、日本
経済新聞に掲載する方法とします。

	 ［電子公告ページ URL］
	 http://www.nskw.co.jp/
株主名簿管理人	 東京都千代田区丸の内一丁目 4 番 1 号
	 三井住友信託銀行株式会社
郵便物送付先	 〒 168-0063
	 東京都杉並区和泉二丁目 8 番 4 号
	 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先）	 TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
証券コード	 7500

● 住所変更、単元未満株式の買取等のお申し出先について
株主さまの口座のある証券会社等にお申し出ください。なお、証券会社等に
口座がないため特別口座が開設されました株主さまは、特別口座の口座管
理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。

● 未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申し出ください。

株主メモ

西川計測株式会社 〒 151-8620  東京都渋谷区代々木 3-22-7  新宿文化クイントビル 5階 　TEL. 03-3299-1331　FAX. 03-3299-1477

投資家情報Webページのご紹介

有価証券報告書や決算短信など IR資料をご覧いただけます。

URL  http://www.nskw.co.jp/ir/

● 「配当金計算書」について
配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別
措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。当書類は、配当
金をお受け取りになった後の配当金額のご確認や確定申告の資料としてご
利用いただけます。確定申告をされる株主さまは、大切に保管ください。

ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主さまにつきま
しては、源泉徴収税額の計算は証券会社等にて行われます。確定申告を
行う際の添付資料につきましては、お取引の証券会社等にご確認ください。




